



Ⅱ　スイス連邦憲法の歴史と特質 （以上、本誌 17 号）　




　　第１節　スイス連邦憲法の特質 （以上、本誌 18 号）


























　　a) 解釈されるべき法律規範の文言と意味　( 以上、本誌 21 号 )
　　b) 権力分立原則と法的安定性








　Ⅳ．連邦国家的要素  ( 以上、本誌 22 号 )



























障にかんする第 111 条および第 112 条 )、とりわけ社会目的 (Sozialziel)( 連邦憲法
第 41 条 ) の中で一層強固に表現されている。最近では、連邦と邦の立法者に対す
る重要な防護柵 (Leitplanke) が、権限規範の場合も、国家的給付の直接請求の場合
も、それを排斥していない限り設けられている ( 参照、N.911)。加えて、新連邦憲
法は、重要な社会権 (Soziale Grundrechte) ( 窮乏時において援助を求める権利；12 条、
十分かつ無償の初等学校教育を求める権利；19 条 ) を錨着させている。従来より、
平等条項 ( 旧連邦憲法 4 条 1 項 ) から導かれ、また今、新連邦憲法 29 条 3 項に錨
着されることになった無償の受給 (Rechtspflege)および無償の弁護人 (Rechtsbeistand)
を求める権利は、同様に、重要な社会 ( 権 ) 的機能を果たしている。
Ⅵ . その他の基本価値、とりわけ持続性の原則（Weitere Grundwerte, insbesondere der 　









旧の連邦憲法 2 条を現実化しかつ内容的に整序した〔新〕連邦憲法 2 条には、誓
約者同盟〔スイス連邦〕の目的 (Zweck der Eidgenossenscaft) が一覧表になっている。
それ以外の憲法規範においても、目的課題、たとえば、外交政策にかんする連邦憲
法 54 条 2 項の中に、また、経済政策にかんする連邦憲法 94 条の中に見出される。
　憲法制定者が特別の重点を置いたのは、持続性の基本原則 (Grundsatz der 
Nachhaltigkeit) であるが、さまざまな課題規範がそれに依拠しており、また、1 個
の条文が明示的に表明されている。すでに、前文において、「将来の世代に対する
責任」が述べられている。連邦憲法 2 条 2 項においては、とりわけて、国家目的に
向けての持続的発展 (nachhaltige Entwicklung) が宣言されている。「自然的生存基盤
の維持」(《Enthaltung der natürlichen Lebensgrundlagen》) は、外交の目的にかんして
定式化されている ( 連邦憲法2条4項および54条2項 )。「環境と空間計画」(《Umwelt 




いのである ( 連邦憲法 104 条 1 項 )。




の同時的な需要を充足させることのできるものをいう (vgl.LUZIUS MADER,Die Sozial- 
und Umweltverfassung, AJP 1999)。特別な意味は、持続性にかんする経済的原理
に導かれた連邦憲法 73 条が有しているのである ( 参照、これについては、ALAIN 
GRIFFEL,Die Grundprinzipien des schweizerischen Umweltrechts,Zürichi 2001)。
新スイス連邦憲法 ――ヘフェリン=ハラー=ケラー共著にもとづく紹介――（7） 
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　持続性の思考は、2001 年のいわゆる債務制動 (Schuldenbremse) の採用にともなっ





第 5 節　スイスの、国際社会との関係 (Verhältnis der Schweiz zur internationalen 
　　　　 Gemeinschaft) 









力をもち、かつ直接に適用されうる (vgl. N.235ff.)。 連邦裁判所は、基本権にかか
わる判決を、欧州委員会 (Europäische Konvention) および欧州人権裁判所 (Europäishe 




安全と協働のための機関 (OSZE; 1944 年までは KSZE〔Konferenz fur Sicherheit und 
Zusammenarbeit in Europa〕) の領域では、スイスは、1973 年のヘルシンキにおける
第 1 回会合以来、有力に関与している。
　 対 外 経 済 の 領 域 に お い て は、1960 年 に 欧 州 自 由 貿 易 連 合 (Europaischen 
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Freihandelsassoziation（FETA））（EFTA の設立についての 1960 年 1 月 4 日の合意
〔SR0.632.31〕) および1972年の欧州共同体との自由貿易協定 (Freihandelsabkommen 
mit der Europaischen Gemeinschaft )（スイスと EG との間の 1972 年 7 月 22 日の協
定〔SR0.632.401〕）の設立が、スイスのヨーロッパの協働への参加 を可能とした。
　スイスを経済統合の強化に向かって参画させるために、連邦参事会は、欧州共
同体 12 か国と欧州自由貿易連合 7 か国とが、域内市場創出のために 1992 年 5
月 2 日に締結した欧州経済領域にかんする協定 (Abkommen über den Europäischen 
Wirtschaftraum〔EWR〕) への加盟に署名した。この EWR 協定は、義務的レファレ
ンダムによって支持された ( これについては N.1910 および N.1911c を参照 )。同
時に、連邦参事会は、EU 加盟申請を提出した (N.198)。EU および EWR 協定への
加盟案件の２つを強く混合して激しく誘導された投票キャンペーンの後、国民は、
EWR 加盟をギリギリで否決したが (「否」票は 50,3%)、これに対して邦は、明確
に斥けた。1992 年 12 月 6 日に示された EWR に対する拒否は、重要な外交政策上
の転轍 (Weichenstellung) を意味している。スイスは、この消極的決定の後、そのヨー
ロッパ政治にかんする方針 (Maxime) を変更し、2 国間主義 (Bilateralismus) の途を




　一括法 (Gesamtpaket) にまとめられたそれらの条約は、1999 年 10 月に連邦議会
によって可決された後レファレンダムに付されたが、2000 年 5 月 21 日の投票に
おいて明瞭に承認された (2 対 1 で。vgl.BBl. 2000,3773)。その後、EU の評議会 (Rat)
および議会 (Parlament) は、この協定に同意した。EU およびその加盟諸国との間の
混合的な協定によって締結されたところの、とりわけて重要な人の自由往来にかん
する協定 (Freizügigkeitabkommen,FZA) については、EU 加盟国による同意を必要と
した。それがなされて、条約が批准され、2002 年 6 月 1 日に発効した。
　第 2 の 2 国間協定 (《Bilaterale Ⅱ》) は、2004 年 4 月に締結された。それによっ











た (Schengen および Dublin の条約起草 )。2004 年 10 月に、連邦参事会は、第 2 の
2 国間の条約一括案件にかんする報告を決定した ((BBl 2004, 5965ff.)。連邦議会両
院は、2004 年の 12 月会期において、この案件に取り組んだ。Schengen と Dublin
の提案がレファレンダムに付された。国民は、提案を、54.6％の賛成投票で明確に
採択した。Schengen と Dublin の案にもとづくスイスの関与は、スイスの EU への
接近プロセスにおける重要な一歩となったにちがいない。他の 2 国間協約と比べて、
Schengen と Dublin による協定は、質的に、何か新しいものであるといえるが、それは、
スイスを、自由、安全および正義のヨーロッパに結合させることを可能にさせるも
のだからである。
　スイスの欧州共同体への加盟 (Beitritts der Schweiz zur Europäischen Union) の問題
は、スイス住民 (Bevolkerung) の中で、きわめて論争的に扱われてきた。連邦参事
会が出した加盟手続開始のための、よく整えられた申請 (vgl. BBl 1992 Ⅲ 1185ff.)
は、EWR 加盟が拒否されたことにより対象のないものになった。〔結局は〕実現
した「ヨーロッパへの Ja」（《Ja zu Europa》）イニシアティブ (vgl. Die Botschaft des 
Bundesrates vom 27.Januar 1999 in BBl 1999,3830ff.) は、加盟申請を「遅延なしに」
（《ohne Verzug》）再活動させることを求めるものであったが、2001 年 3 月 4 日に、
明瞭に否決された。（ 「諾」の票は、わずか 23.3% で、また、すべての邦で反対が
多数であった）。連邦参事会は、議会からの要請にもとづいて出したひとつの報告
の中で、EWR 加盟および EU 加盟と 2 国間関係の方途との間の多様な選択肢につ
いて調整する、としていた。とりわけ EWR 加盟に対しては、いわば (quasi) 自動的






ていた (BBl 2010,7239ff.,vgl.auch N.199a)。国民の中では、2010 年の通貨危機を
EU の安定性における信用がむしろ揺らいだのである。
　近々のスイスの EU 加盟について正当かどうかにかかわりなく、EU 加盟がス
イス憲法秩序の基本要素にもたらす影響 (Auswirkungen eines EU-Beitritts auf die 






能動的に協働する ( 共同体法を「自動的に」了解することに代わって )。連邦参事





















des Handelungsspielraums》) について語っている (BBl 2020.7241)。
  それゆえ、連邦参事会は、2012 年夏に、スイスと EU との間の関係にかんする制
度的問題の解決のための、とくに以下のようなテーマにかんする原則を公にした。





の も の は、GATT/WHO へ の 加 盟 で あ る。GATT(General Agreement on Tariffs and 
Trade=Allgemeines Zoll- und Hndelabkommen) は、1948 年に発効している。
　その主要目的は、関税の撤廃と国家による貿易制限の解消による国際取引の促進
を図るところにある。そのための最重要の手段は、最恵国待遇 (Meistbegünstigung)
であった。すなわち、GATT 加盟国が、ある国に保障する貿易上の利益 ( たとえば、
関税または税率の軽減 ) は、すべての GATT 条約締結国に平等に認められていなけ
ればならない。スイスは、GATT には、1959 年に暫定的に、そして 1966 年には
確定的に加盟している。GATT から WTO(World Trade Organization=Welthandelsorgani
sation) へと進んだが、WTO は、貿易の自由化を一層先へと進行させ、また、GATT




WTO 協定は、1994 年 4 月 15 日に成立しており、スイスにかんしては、1995 年
7 月 1 日に発効している (SR 0.632.20)。
　1992 年、 ス イ ス は ―― レ フ ァ レ ン ダ ム 投 票 の 後 に ―― 国 際 通 貨 基 金
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(Internationalen Wahrungsfonds.IMF) お よ び 世 界 銀 行 グ ル ー プ (Weltbankgruppe)
( In te rna t iona le  Bank  fü r  Wiederaufbau  und  En twick lung ;  In te rna t iona le 
Entwicklungsorganisation; Internationale Finanzkorporation) に参加している ( 参照、こ




　スイスは、国際連合の加盟国 (Mitglied der Vereinten Nationen; UNO) でもある。
1986 年には、それまでと同様に、国民と邦は、3 対 1 で国連加盟を否決している。
しかしながら、1989 年以降、変化した安全保障政策が、伝統的でかつしばしば神
秘的でもあったスイスの中立構想を、抜本的な再検討へと導いた。国民イニシアテ
イブ (BBl 2000,2453) にもとづいて、連邦参事会と連邦議会はこれを支持し、国民
と邦は ( 邦については１邦だけ反対した形の多数 )、2002 年 3 月 3 日、スイスの
国連加盟に同意した ( 参照、連邦憲法 197 条 )。この加盟以来、スイスは、人権保
障の強化と国連安保理事会の改革のために注力している。
Ⅲ．新連邦憲法における外交関係













てる (2 条 4 項 )。 
－　総則の諸条項 (Allgemeine Bestimmungen) が、国際法を遵守すべきことを連邦お
よび邦に命じている (5 条 4 項 )。いずれにせよ、国際法の優越が確立しているこ
とが自覚的に見て取れる (vgl.dazu THOMAS COTTIER/MAYA HERTIG, Das Völkerrecht in 
der neuen Bundesverfassung, S.12ff.)。 やはり、強制力ある国際法が憲法改正の制約
(zwingendes Völkerrecht eine Schranke der Verfassungsrevision) となっているのである
(139条3項、193条4項および194条2項。参照、N.1756,1756a ならびに N.1800c)。
－　基本権のカタログ (Grundrechtskatalog)(7 条以下 ) は、国際的な協定、とりわけ
EMRK およびヨーロッパ人権裁判所の判決によって影響を受ける。




理する憲法議会と連邦参事会に共通した権限について連邦憲法 173 条 1 項 a およ
び 185 条 1 項を置いている。連邦憲法は、中立について、その内容は定めていない。
中立は、近年、いずれにせよ変化している。2013 年 3 月 13 日までに署名を集め
ることができた国民イニシアチブは、永久に守られる中立を、連邦憲法 54 条 a の
新条項として錨着させることを求めていた。
　このことは、58 条 2 項の 2 によって補充されるが、それは、外国への軍隊の派
遣を大災害の防止目的に限定している (BBl 2011,6673)。
　国際法的には、スイスの永世中立は、1815 年のウィーン会議で承認されている。
中立の権利についての法的根拠は、本質的には、陸戦 ( と海戦 ) にかんする 1907









　中立法は、防衛同盟 ( その一例が NATO である ) への加盟を禁じている。これに






























　第 2 に、国際的共同体は、90 年代以降、国際的平和の保障のために関与を強め
ており、また、それにかんして、しばしば軍事的手段を用いている。つまり、国連
憲章第 7 章にもとづいて制定された国連安保理決議は、加盟国のこの憲章にもとづ











協力に関する機構 (Organization für Sicherheit und Zusammenarbeit in Europa. OSZE) が
委任した領域においてスイスの兵員を投入することができ、また、必要に応じて武
装させることができる。しかしながら、固有の交戦 (Kampfhandlung) への参加は、
スイス軍には許容されていない (Art.66a Militargesetz, SR 510.10)。
第 2 篇　 基 本 権                                                 （以下、次号）
紹介者の註： 本文所掲のスイス連邦憲法などの条文
    （翻訳は、スイス連邦憲法については、紹介者〔小林〕の『愛知大学法学部 法
経論集』188 号所掲の訳を土台にして、奥田喜道訳〔初宿正典 = 辻村みよ子編『新
解説 世界憲法集（第 5 版）』三省堂・2020 年〕251 頁以下、同第 2 版（三省堂・
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2010 年）の関根照彦訳（273 頁以下）、平松 毅ほか訳〔ワルター・ハラー原著、
平松・辻 雄一郎・寺澤比奈子訳『スイス憲法―比較法的研究―』成文堂・205
頁以下、および、山岡規雄訳〔高橋和之編『新版 世界憲法集（第 2 版）』岩波文庫・
2012 年〕399 頁以下を参照した。）
Ⅰ　スイス連邦憲法　（1999 年 4 月 18 日のスイス誓約者同盟の連邦憲法）〔施行
は 2000 年 4 月 1 日〕



























第 7 条 （人間の尊厳）
　　人間の尊厳は、尊重され、保護されなければならない。
第 19 条 （初等学校教育への請求権）
　　充分かつ無償の初等学校教育を請求する権利は、これを保障する。



























































































































































　〔第 4 項は、1968 年 6 月 24 日の第 17 回改正で追加された。〕








　〔1995 年 8 月 4 日の憲法的法律第 95-880 号により共同体にかんする旧第 1 条
が削除され、旧第 2 条第 1 項が第 1 条となる。2003 年 3 月 28 日の憲法的法
律第 2003-276 号により分権化の規定を追加。1999 年 7 月 8 日の憲法的法律
第 99-569 号により第 5 条第 4 号を追加し、2008 年 7 月 23 日の憲法的法律第
2008-724 号により第 4 条第 5 項が本条第 2 項に移動。文言を追加。〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（ 以  上 ）
